
公 示 

 

 次のとおり、公募いたします。 

  

平成３１年２月８日 

 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 原田 義久 

 

１．公募の趣旨 

本業務は、原子力規制委員会原子力規制庁本庁及び地方事務所が所有する車両がカー

ドを使用して有料道路を通行できるようにするため、原子力規制委員会原子力規制庁を

ＥＴＣカードの法人会員に入会させ、カードを発行・貸与し、本請負業務の契約相手方

が原子力規制庁に代わって各高速道路株式会社に立替払をするものであり、下記の応募

資格要件を満たし本業務の実施を希望する者との間に随意契約を締結することを目的と

し、公募を実施するものである。 

 

２．業務の概要 

（１）業務名   平成３１年度ＥＴＣカードの使用に関する請負契約 

（２）契約期間  平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日 

 

３．応募資格要件 

（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条の規定に該当しない

者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のため

に必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）原子力規制委員会から指名停止措置が講じられている期間中の者でないこと。 

（４）平成２８・２９・３０年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供

等」において、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。 

ただし、平成３１・３２・３３年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役

務の提供等」を引き続き取得すること。 

（５）公募要領において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であること。 

（６）その他の応募資格については、公募要領による。 

 

４．公募要領の交付及び問い合わせ先等 

（１）公募要領の交付 

原子力規制委員会ホームページの「調達・予算執行」＞「物品・役務」＞「企画

競争・公募等」」より必要な件名を選択し、「公示」の下段に公募要領のファイル

が添付されているので、ダウンロードして入手すること。 

https://www.nsr.go.jp/nra/chotatsu/buppin-itaku/buppin/index.html#kikaku 
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（２）問い合わせ先 

   〒106-8450 

東京都港区六本木一丁目９番９号（六本木ファーストビル１８階） 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房会計部門 熊谷 

TEL：03-5114-2103  FAX：03-5114-2174 

E-mail：keigo_kumagai@nsr.go.jp 

 

５．参加希望書類の提出期限等 

（１）提出期限：平成３１年２月２５日（月）１２時（必着） 

（２）提出場所：４（２）に同じ。 

（３）提出方法：持参又は郵送(書留郵便等の配達の記録が残るものに限る。) 

（４）参加希望書類の書式：公募要領に定める別添１「参加希望書類」により作成す

ること。 

＊上記の提出期限、場所及び方法並びに様式に従わずに参加希望書類が提出さ

れたときは、理由の如何に関わらず、当該参加希望書類を無効とする。 

 

６．参加希望書類の審査 

期限までに提出された参加希望書類については、原子力規制委員会原子力規制庁に

おいて応募要件を満たすかどうかについて審査を行うこととし、審査結果は平成３１

年３月１日（金）１７時までに通知する。 

なお、審査に当たっては、記載内容について提出者に問い合わせすることがあるの

で、参加希望書類提出後、審査結果通知期限までは、問い合わせに適切に対応できる

ようにすること。提出者が問い合わせに応じないとき、又は提出者と連絡が取れない

ときは、応募資格要件の確認ができないこととなるため、当該要件を満たさないと判

定することがある。 

 

７．その他 

（１）手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）本調達に関する問い合わせ窓口 

４（２）に同じ 

（３）契約締結日までに平成３１年度の予算 (暫定予算を含む。）が成立しなかった

場合は、契約締結日は、予算が成立した日以降とする。 

     また、暫定予算になった場合、全体の契約期間に対する暫定予算の期間分のみ

の契約とする場合がある。 

     なお、本公募は、平成３１年度予算に係るものであることから、予算の成立以

前においては、契約予定者の決定となり、予算の成立等をもって契約者とする。 
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（参 考） 

 

 

予算決算及び会計令（抜粋） 

 

 

（一般競争に参加させることができない者）  

第七十条 契約担当官等は、売買、貸借、請負その他の契約につき会計法第二十九条の三

第一項の競争（以下「一般競争」という。）に付するときは、特別の理由がある場合を

除くほか、次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。  

一 当該契約を締結する能力を有しない者  

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三

十二条第一項各号に掲げる者  

 

（一般競争に参加させないことができる者）  

第七十一条 契約担当官等は、一般競争に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該

当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争に参加さ

せないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人として使用する者につい

ても、また同様とする。  

一 契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質

若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。  

二 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るた

めに連合したとき。  

三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。  

四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。  

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。  

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意

に虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。  

七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととされている

者を契約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用

したとき。  

２ 契約担当官等は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般競争

に参加させないことができる。 
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